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2  賃金の推定を対象とした代表的研究としては周 (2009) があげられる。 
3  ここで取り上げた山田・石井 (2009) と花岡 (2009) 、高久 (2009) 以外に記載された
論文は、介護需要の推定を行った川越 (2009) や、欧州における医療従事者の教育制度
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4  一方で、女性の離職を抑制するためには、就業に伴う肉体的負担を軽減させることが有
効であると指摘されている。 
































                                                 
9  例えば、看護師を対象とした理論分析である Miyamoto and Seoka (2015) では、賃上げ
よりも育児支援の方が離職を抑制するためには有効であると指摘されている。 
10 コミュニケーションが及ぼす影響についての詳細かつ包括的な分析については Calvo-




































のインセンティブのひとつとして社会関係資本を取り込んでモデル化した Glaeser, et al. 







 そして、イタリアには Social Welfare Association (SWA) とよばれる組織が法律によっ
て定められている。この組織は A タイプと B タイプ、もしくは、両者の混合のいずれかに
                                                 





14 SAW については法番号 266 (1991 年) によって、SC については法番号 381 (1991 年) 
によって詳細が制定されている。また、イタリアの非営利組織の現状と特徴、課題など






Social Cooperatives (SC) とよばれる組織も法によってイタリアでは制定されている。この
組織は、参加者同士による扶助と利潤分配の制限といった日本の協同組合と同様の特徴に





て分析を行ったものが Antoni and Sabatini (2017) である。かれらは SC と SWA につい
て、社会関係資本の形成においてどのように差異があるのかを検証した。検証方法は、まず、
Granovetter が提唱した「強い連帯」と「弱い連帯」についてそれぞれ、人間関係に関する







表 3 は Antoni and Sabatini (2017) の分析結果をまとめたものである。まず、無償労働







                                                 
15 ただし、推定結果では、SWA の無償労働者は SC の有償労働者に対して、弱い連帯の
形成においてやや優位な傾向にある。 
※　筆者作成















もとづく近年の実証分析の例としては、イタリアの公務員を対象とした Geogellis, et al. 
(2011) や World Value Survey を用いた Cowley and Smith (2014) 、そして、日本の警察
官を分析対象とした勇上・佐々木 (2013) があげられる18。また、政策的重要性を指摘した





て就業先を決定していると指摘されている19。また、Besley and Ghatak (2005) では、労
働者の就業動機と組織の目的がマッチすることによって、効率的な報酬形態を設定するこ
とができるとされており、この個人は ”Motivated Agent” とされている20。一方で Francois 
and Vlassopoulos (2008) においては、非営利組織のガバナンス上の特質が労働者の行動を
左右することが指摘されている。非営利組織では利潤分配が制限するため、労働におけるフ
リーライドのインセンティブがなくなることによって、労働者は営利企業の労働者に比べ
てより自発的に労働供給する傾向にあると指摘されている。そして、Gregg, et al. (2013) で
は、これらの説が検証されており、イギリスの社会保障サービスに従事する労働者を対象と
したパネルデータを用いて分析している。また、Barr, et al. (2008) においても、エチオピ
アの医療従事者を対象として “Motivated Agents” の検証が行われている21。 
 そして、先述の Social Cooperative を分析対象としたうえで、労働者の内発的動機に対
する職場環境の影響を分析課題としたものが Sacchetti and Tortia (2013) である。この分
析は労働者の職務満足度を被説明変数とし、それに対して内発的動機がどのような影響を
                                                 
16 内発的動機についての心理学と経済学上の差異については Bruno (2012) を参照。 
17 以下、本稿で紹介するものはおもに 2010 年以降のものであるが、それ以前の研究成果
については Frey and Jegen (1999) を参照。 
18 理論研究としては、教育における内発的動機のクラウディング・アウトを指摘した
Gunnes and Donez (2016) があげられる。 
19 非営利組織の経営者の行動については Shleifer and Glaeser (1997) を参照。 
20 関連する概念として、Perry and Wise (1990) などにおいて述べられている”Public 
Service Motivation (PSM) ”がある。これは、公務員として必要とされる公共心につい
て 6 つの指標を設定したものである。 
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23 介護産業に限定されず、労働者の主観的厚生の重要性は石川 (1995) においても指摘さ
れている。 
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